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（発信日） 2023 年３月９日 

（電子提供措置の開始日） 2023 年３月９日 

 

株主各位 

福井県福井市米松二丁目２４番８号 

OOKABE GLASS 株式会社 

代表取締役 大壁 勝洋 

 

第 20 期 定時株主総会招集ご通知 
 

拝啓 平素は格別のご高配を賜り厚く御礼申しあげます。 

 さて、当社第 20 期定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご通知申しあ

げます。 

 なお、当日ご出席されない場合は、お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検

討のうえ、同封の議決権行使書用紙に賛否をご表示いただき、2023 年 3 月 30 日（木

曜日）午後 5 時までに到着するようご返送くださいますようお願い申しあげます。 

敬具 

 

記 

 

１．日   時 2023 年３月 31 日（金曜日）午前 10 時 

２．場   所 福井県福井市米松二丁目 24 番 8 号 当社本社会議室 

３．目的事項 

  報告事項 第20期（2022年１月１日から2022年12月31日まで）事業報告の件 

  決議事項 

  第１号議案 第20期（2022年１月１日から2022年12月31日まで）計算書類承認の件 

  第２号議案 取締役1名選任の件 

  第３号議案 監査役1名選任の件 

 

4．招集にあたっての決定事項 

1) ご返送いただいた議決権行使書において、議案につき賛否の表示をされない

場合は、賛の表示があったものとしてお取り扱いさせていただきます。 

2) 株主総会参考書類、事業報告及び計算書類に修正が生じた場合、新型コロ

ナウイルスの感染状況によって総会の運営に大きな変更が生じた場合には、イ

ンターネット上の当社ウェブサイト（https://ookabe-glass.co.jp/）に掲載させて

いただきます。 

3) 当日ご出席の場合は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付に

ご提出くださいますようお願い申しあげます。 

以上 
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株主総会参考書類 
 

議案及び参考事項 

 

第１号議案 第 20 期（2022 年１月１日から 2022 年 12 月 31 日まで）計算書類承認の件 

会社法第 438 条第２項に基づき、当社計算書類のご承認をお願いするものであります。議案の内容につきまし

ては、8 頁から 15 頁までに記載のとおりであります。 

 

第 2 号議案 取締役 1 名選任の件 

経営体制の強化を図るため、取締役 1 名の選任をお願いいたしたいと存じます。 

取締役候補者は下記のとおりです。 

氏名 

（生年月日） 

略歴、当社における地位、担当（重要な兼職の状況） 所有する当社の 

株式の数 

              はしもと  り  な  

橋本 理奈 

（1986 年 12 月 4 日生） 

【新任】 

2009年  4月 

2010年10月 

2018年  8月 

 

 

2021年  3月 

2022年  7月 

リコージャパン株式会社入社 

株式会社ヤマサ製麺入社 

オーカベガラスホールディングス株式

会社 

（現・OOKABE GLASS 株式会社）入社 

当社執行役員就任（現任） 

株式会社 FPEC 取締役就任（現任） 

－株 

【選任理由】 

橋本氏を取締役候補とした理由は、財務戦略部長としての知見とコンプライアンス等の責任者をしている

ことから、職務を適切に遂行していただけると判断したためであります。  

  （注）候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。 

 

第３号議案 監査役 1 名選任の件 

監査体制の強化を図るため、監査役 1 名の選任をお願いいたしたいと存じます。 

監査役候補者は下記のとおりです。 

氏名 

（生年月日） 

略歴、当社における地位、担当（重要な兼職の状況） 所有する当社の 

株式の数 

てらお  ただよし 

寺尾 忠佳 

（1986 年 9 月 6 日生） 

【新任】 

2009年 4月 

2012年 2月 

 

2019年 7月 

 

2019年 7月 

2022年  7月 

株式会社三井住友銀行入行 

新日本有限責任監査法人（現・EY 新

日本有限責任監査法人）入所 

寺尾忠佳公認会計士事務所開所 同

所所長（現任） 

税理士法人あかつき経営会計入所 

寺尾忠佳税理士事務所開所 同所所

長（現任） 

－株 

【選任理由】 

寺尾氏を社外監査役候補とした理由は、同氏が公認会計士及び税理士として財務・会計に関する知見を

有し、当社の監査においてその職務を適切に遂行していただけると判断したためであります。 

（注） １．当社は候補者と会計コンサルティングに係る契約を締結しておりましたが、現在は解消しておりま 

      す。それ以外の特別の利害関係はありません。 

2．寺尾忠佳氏は社外監査役候補者であります。 
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（添付書類） 

事業報告 
（2022 年 1 月 1 日から 2022 年 12 月 31 日まで） 

 

１．会社の現況に関する事項 

（１）事業の経過及びその成果 

 当事業年度における我が国経済は、新型コロナウイルス感染症による厳しい規制が緩和され、経済活動が正

常化に向かう兆しがあり、緩やかな景気の持ち直しがみられました。一方でウクライナ情勢等の影響から物価の

上昇が強まっており、今後の影響に十分注意する必要があります。当社でもガラス・鏡を中心とした建築材料の

資材高騰が続いており、利益率を確保するために製品価格の値上げと、リピーターへのサービス強化による成

約率維持の取り組みを行っております。 

 このような環境のもと、当社はガラス・鏡を中心としたインターネット販売は 18 年目を迎え、今までに 14 万人を

超える顧客へのサービス提供を行ってまいりました。集客方法としては、リスティング広告を活用した確度の高い

ユーザーの獲得に加え、SEO コンテンツを活用したオーガニック検索数増加の施策も同時に行っております。

それにより、2022 年 12 月のセッション数は 3,721,624 と、前年比 19％増となりました。 

 これらの結果、当事業年度の売上高は 1,202,853 千円（前期比 5.7％増）、営業利益は 16,563 千円（前期比

72.2％減）、経常利益は 24,848 千円（前期比 69.5％減）となりました。 

 

（２）設備投資の状況 

 事業用の目的で土地の購入を行い、その総額は 205,308 千円でありました。  

 

（３）資金調達の状況 

 事業用土地の購入のため、長期借入金 200,000 千円を調達いたしました。 

 

（４）対処すべき課題 

   当社におきましては、以下４点を対処すべき課題として認識しております。 

①事業戦略 

 EC 事業にとって、常に魅力的な商品やサービスを低コストで届けることのできる仕組みやマーケティングプ

ラットフォームを構築することは、国境・業種・業態の垣根を越えた販売競争の激化や新規参入業者増加によ

るレッドオーシャン化の進展にあって、極めて重要であると考えております。これを実現するため、商品の開

発、販売・加工品の精度・品質の向上を図るべく技術の向上や事業の選択と集中を推し進め、お客様のさま

ざまなニーズに適時適切に対応できる各種ポータルサイトやネット店舗の展開を加速し、競争力の強化に取

り組んでまいります。 

 

②人材の確保及び育成 

 当社にとって最大の資産は、当社の保有する技術・経験・ノウハウを継承・発展させてゆく「人」であり、継続

的に企業価値を向上していくためにもエンジニアを始めとした優秀な人材を安定的に確保していくことは極め

て重要であると考えております。経営資源である人材を十分かつ適時に確保するために、採用力を強化して

獲得に向けて積極的に活動するとともに、労働環境の向上や福利厚生の充実、定期的な社内研修の実施

等、人材育成・リテンションアップのため、研修・教育制度の充実にも努めてまいります。 

 

③内部統制、リスク管理体制の整備・強化及びコンプライアンスの徹底 

 継続的な業容拡大を支えていくために、業況推移を常時正確に把握し、適時・適切に経営判断に反映させ

ていくことは重要であると考えております。 

 また、企業市民としての社会的責任を積極的かつ十分に果たしてゆくためには、当社を取り巻く様々なリス

クを把握・管理・対応するとともに、法令遵守（コンプライアンス）体制のさらなる充実・強化が最重要事項の一

つであると認識しております。脱炭素社会の実現を始めとして、福井の地から社会環境の改善推進を標榜す

る当社は、各種法令・規則・社会倫理の遵守をより確実に実践するために、取締役会、戦略戦術会議（経営

会議）の機能強化と、社内の徹底した情報共有化のための施策・各種研修等に継続的に取り組んでまいりま

す。 

 

④事業拡大に伴い増大する資金の調達力の強化 

 当社が安定して成長していくために、資金調達力の強化は不可欠であります。現在調達は、銀行借入等の

間接金融を中心に行っておりますが、今後は直接金融も含めた資金調達力の強化をさらに図り、より安定し

た財務基盤の維持構築に努めてまいります。  
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（５）財産及び損益の状況 

（単位：千円） 

区分 第 17 期 
（2019 年 12 月期） 

第 18 期 
（2020 年 12 月期） 

第 19 期 
（2021 年 12 月期） 

第 20 期 
（当事業年度） 

（2022 年 12 月期） 

売上高 882,535 1,002,123 1,137,450 1,202,853 

経常利益 10,779 16,306 81,535 24,848 

当期純利益 7,760 10,583 56,566 12,631 

1 株当たり当期純利益 3.88 5.29 24.79 5.32 

総資産額 464,307 563,338 744,683 910,577 

純資産額 275,638 286,222 450,257 465,648 

1 株当たり純資産（円） 137.82 143.11 189.81 196.29 

（注）1．1 株当たり当期純利益は、期中平均株式数を用いて算出しております。 

   2．当社は、2022 年 12 月 29日付で普通株式１株につき100 株の割合で株式分割を行っております。 

第17期の期首に当該株式分割が行われたと仮定して１株当たり純資産額及び１株当たり当期純利益を算 

定しております。 

 

（６）重要な子会社の状況 

会社名 資本金 

（百万円） 

当社の 

議決権比率（％） 

主要な事業内容 

OOKABE Creations 株式会社 

（注１） 

5 100.0 プラットフォームの制作 

株式会社 FPEC（注１） 1 80.0 プラットフォームのプロデュース 

（注）1．特定子会社であります。 

 

（７）主要な事業内容（2022 年 12 月 31 日現在） 

事業 品目 

EC 販売＆コンシェルジュ事業 建築用板ガラス（フロートガラス、強化ガラス、合わせガラス、複層ガラス、耐

熱ガラス等）、樹脂版（アクリル、ポリカーボネート等）、鏡（ガラスミラー、プラ

スチックミラー等）、ガラスドア、窓枠、ガラス管、FRP グレーチング、その他

ガラス関連製品） 

 

（８）主要な営業所（2022 年 12 月 31 日現在） 

名称 所在地 

本社 福井県福井市米松二丁目 24 番 8 号 

 

（９）従業員の状況（2022 年 12 月 31 日現在） 

従業員数（名） 前期末比 平均年齢（歳） 平均勤続年数（年） 

51 4 名増加 30.0 5.0 

（注）1．従業員数は就業人員であります。 

   2．臨時従業員はおりません。    

 

（１０）主な借入先の状況（2022 年 12 月 31 日現在） 

借入先 借入額（千円） 

株式会社北陸銀行 256,855 

株式会社福井銀行 1,205 
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２．会社の株式に関する事項（2022 年 12 月 31 日現在） 

（１）発行可能株式総数 9,488,800 株 

（２）発行済株式の総数 2,372,200 株 

（３）株主数  3 名 

（４）株主 

株主名 持株数（株） 持株比率（％） 

スリー・バイ・スリー合同会社 1,200,000 50.59 

大壁 勝洋 1,042,200 43.93 

伊井 敏幸 130,000 5.48 

（注）持株比率は、小数点第 3 位以下を四捨五入して表示しております。 

 

（５）当事業年度中に職務執行の対価として会社役員に交付した株式の状況 

   該当事項はありません。 

 

３．会社の新株予約権等に関する事項 

   該当事項はありません。 

 

４．会社役員に関する事項 

（１）取締役及び監査役の氏名等（2022 年 12 月 31 日現在） 

氏名 地位 重要な兼職の状況 

大壁 勝洋 代表取締役 OOKABE Creations 株式会社代表取締役会長 

株式会社 FPEC 代表取締役会長 

伊井 敏幸 取締役 カスタマーセンター本部長 － 

吉田 尚史 取締役 ウェブチーム担当部長 OOKABE Creations 株式会社取締役社長 

福薗 健 監査役 公認会計士税理士福薗事務所 所長 

（注）１．監査役福薗健は、会社法第2条第16号に定める社外監査役であります。 

   ２．監査役福薗健は、公認会計士及び税理士の資格を有しており、財務及び会計に関する相当程度の知見 

     を有しております。 

 

（２）事業年度に係る取締役及び監査役報酬等の額 

区分 員数 支給額 

取締役 

（うち社外取締役） 

3 名 

（－） 

31,320 千円 

（－） 

監査役 

（うち社外監査役） 

1 名  

（1 名） 

600 千円 

（600 千円） 

合計 

（うち社外役員） 

4 名  

（1 名） 

31,920 千円 

（600 千円） 

（注）１．取締役の支給額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。 

   ２．取締役の報酬限度額は、2022年3月29日開催の定時株主総会において、年額100,000千円以内と決議さ

れております。当該定時株主総会終結時点の取締役の員数は3名（うち、社外取締役は0名）です。 

   ３．監査役の報酬限度額は、2022年12月28日開催の臨時株主総会において、年額20,000千円以内と決議さ

れております。当該定時株主総会終結時点の監査役の員数は1名（うち、社外監査役は1名）です。 

 

（３）社外役員に関する事項 

①重要な兼職先と当社の関係 

 社外役員において、重要な兼職先と当社との間に特別な利害関係はありません。 

 

②当事業年度における主な活動内容 

区分 氏名 主な活動状況 

社外監査役 福薗 健 

当事業年度に開催された取締役会 18 回のうち 17 回に出席しておりま

す。また、内部監査室長とも定期的に情報交換を行い、取締役の職務

執行をモニタリングするほか、公認会計士及び税理士としての財務・会

計に関する知見、会社経営に関する経験と知見に基づく見地から、有

効かつ適正な監査を実施するとともに、必要に応じて意見や助言を述

べております。 
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５．業務の適性を確保するための体制及び当該体制の運用状況 

（１）業務の適正を確保するための体制についての決定内容の概要 

  当社は、内部統制システム構築の基本方針について、次のとおり定めております。 

 

（内部統制システムの構築の基本方針） 

1. 取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制 

（１） 取締役は取締役会及び経営会議（戦戦会議）の場で、他の取締役の業務執行につき報告を受け、相

互の業務執行について、法令及び定款に適合しているかを監督します。 

（２） 取締役は取締役会の決定した役割に基づき、法令、定款、取締役会決議及び社内規程に従い、担当

業職務を執行します。 

（３） 取締役会の意思決定機能と監督機能の強化及び業務執行の効率化を図るため執行役員制を採用し

ます。執行役員は、取締役会の決定の下、取締役会及び代表取締役の委任に基づき、担当業務を執

行します。 

（４） リスク・コンプライアンス規程を定め、リスク・コンプライアンス体制を整備、強化し、定期的に研修等を行

い、全役職員へのコンプライアンス意識の浸透を図ります。 

（５） 不正行為、違法行為等に関して使用人が直接報告、相談できる内部通報窓口を設置します。通報窓

口責任者が法令又は定款に違反する恐れがあると判断した場合には、速やかに監査役に報告しま

す。 

（６） 反社会的勢力による不当要求に対し組織全体として毅然とした態度で対応し、反社会的勢力とは取

引関係その他一切の関係を持たない社内体制を整備します。 

 

2. 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制 

（１） 株主総会、取締役会の議事録、経営会議（戦戦会議）等の重要な情報については、法令及び文書

管理規程・稟議規程等の関連規程に従い、適切に記録し、文書保存期間一覧表に定められた期

間保存します。 

（２） 関連規程は、必要に応じて適時見直し等の改善を行います。 

 

3. 損失の危険の管理に関する規程その他の体制 

（１） リスク管理担当役員は、リスク・コンプライアンス規程に基づき、常時リスク管理体制の構築、改善、

運用及び各部門・関連子会社への啓蒙、指導を行います。 

（２） 各部門・事業子会社の長は、リスク・コンプライアンス規程に定めるリスクが発生した場合、速やかに

リスク管理担当役員に報告し、リスク管理担当役員は、報告を受けた内容を取締役会及び監査役

へ報告します。 

 

4. 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制 

（１） 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するため、定時取締役会を原則として毎月１

回開催するとともに、必要に応じ臨時取締役会を適宜開催します。経営方針に関わる重要事項に

ついては、事前に社長、その他必要な取締役が十分な審議を行った上で、取締役会に諮るものと

します。 

（２） 取締役会の決定に基づく業務執行については、組織規程、業務分掌規程、職務権限規程に定め

るところにより、取締役会が任命する代行者の指揮のもと行います。 

 

5. 当社及び当社子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制 

 関係会社管理規程に基づき、関係会社の管理は、管理管掌役員が統括し、職務執行の報告等を受

け、必要に応じて取締役会への上程及び報告を行います。 

 

6. 監査役の職務を補助すべき使用人に関する事項、当該使用人の取締役からの独立性に関する事項並

びに監査役の当該使用人に対する指示の実効性の確保に関する事項 

（１） 監査役が監査役の職務を補助すべき従業員を置くことを求めた場合には、人員を設置します。 

（２） 当該従業員の選任、解任、異動等には、監査役の同意を要するものとします。 

（３） 当該従業員は、監査役が指定する補助すべき期間中は、監査役の指示に従い職務を遂行し、取

締役の指示命令を受けません。 

 

7. 当社及び当社子会社の取締役及び使用人が監査役に報告するための体制、その他の監査役への報告

に関する体制、並びに当該報告をしたものが当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないこ

とを確保するための体制 
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（１） 当社及び当社子会社の取締役及び使用人は、会社に重大な損害を与える事項が発生又は発生

する恐れがあるとき、役職員による法令違反又は不正行為を発見したとき、その他監査役が報告す

べきものと定めた事項が生じたときは、監査役に報告します。前記に関わらず監査役はいつでも必

要に応じて、取締役及び使用人に対して報告を求めることができます。 

（２） 当社は、監査役へ報告を行った役員及び使用人に対し、そのことを理由として不利な取扱いを行う

ことを禁止し、その旨を役員及び使用人に周知徹底します。 

 

8. 監査役の職務の執行について生ずる費用の前払又は償還の手続その他の当該職務の執行について生

ずる費用又は債務の処理に係る方針に関する事項 

 監査役が、その職務の執行について生ずる費用の前払又は償還等の請求をしたときは、当該監査役の

職務の執行に必要でないと認められた場合を除き、速やかに当該費用又は債務を処理します。 

 

9. その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制 

 監査役は、取締役会等、重要な会議に出席して、業務執行状況を把握するとともに、主要な稟議書そ

の他業務執行に関する重要文書を閲覧し、必要に応じて、取締役又は使用人に説明を求めることができ

ます。また、監査法人及び内部監査室と定期的に情報交換を行い、業務執行及び財務上の問題点につ

き協議します。 

 

（２）業務の適正を確保するための体制についての決定内容の概要 

 当社では、上記に掲げた業務の適正を確保するための体制を整備しており、その基本方針に基づき以下の具

体的な取組みを行っております。 

1. 主な会議の開催状況として、取締役会は 18 回開催され、取締役の職務執行の適法性を確保し、取締役

の業務執行の適正性及び効率性を高めるために、当社と利害関係を有しない社外監査役が 17 回に出

席いたしました。 

2. 監査役は、監査計画に基づき監査を行うとともに、当社代表取締役及び取締役、執行役員との間で意見

交換会を実施し、情報交換等の連携を図っております。 

3. 内部監査室は、内部監査計画に基づき、各部門の業務執行の監査を実施しました。 
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貸 借 対 照 表 
（2022 年 12 月 31 日現在） 

（単位：千円） 

資産の部 負債の部 

科目 金額 科目 金額 

 円  円 

【流動資産】 【 369,727】 【流動負債】 【 170,754】 

現金及び預金 164,187 買掛金 37,900 

売掛金 69,129 未払金 53,341 

商品 25,138 未払費用 11,268 

前払費用 16,507 未払法人税等 305 

預け金 58,939 仮受金 303 

前渡金 728 預り金 9,500 

立替金 10 社債（1 年以内） 10,000 

1 年以内回収長期貸付金 4,992 未払消費税額 2,293 

仮払金 80 前受金 25,885 

未収入金 18,215 1 年以内返済長期借入金 19,193 

未収還付法人税等 12,089 リース債務（1 年以内） 763 

貸倒引当金 △290 【固定資産】 【 274,174】 

【固定資産】 【 540,849】 社債 25,000 

（有形固定資産） （ 240,617） 長期借入金 238,867 

建物 17,210 リース債務（固定） 3,528 

建物付属設備 6,331 退職給付引当金 5,205 

構築物 7,128 繰延税金負債 1,574 

車両運搬具 0 負債の部合計 444,928 

工具器具備品 356 純資産の部  

土地 205,308 【株主資本】 【 461,323】 

リース資産 4,281 （資本金） （ 10,000） 

（投資その他の資産） （ 300,232） 資本金 10,000 

投資有価証券 43,529 （資本剰余金） （ 105,904） 

長期貸付金 52,517 資本準備金 105,904 

保険積立金 32,564 （利益剰余金） （ 345,419） 

子会社株式 105,904 繰越利益剰余金 345,419 

出資金 13,761 【評価・換算差額等】 【  4,324】 

敷金 6,729 その他有価証券評価差額金 4,324 

前払保険料 43,833   

長期前払費用 1,342   

預託金 49   

  純資産の部合計 465,648 

資産の部合計 910,577 負債・純資産の部合計 910,577 
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損 益 計 算 書 
（2022 年 1 月 1 日から 2022 年 12 月 31 日まで） 

（単位：千円） 

科目 金額 

【純売上高】    

売上高  1,202,853 1,202,853 

【売上原価】    

期首棚卸高  20,044  

商品仕入高  411,794  

合計  431,838  

期末棚卸高  25,138 406,700 

 売上総利益   796,153 

    

【販売費及び一般管理費】   779,589 

 営業利益  16,563 

【営業外収益】    

受取利息  288  

受取配当金  287  

貸倒引当金戻入  63  

雑収入  3,485  

受取手数料  2,727  

為替差益  2,636 9,488 

【営業外費用】    

支払利息  609  

雑損失  594 1,203 

 経常利益  24,848 

【特別損失】    

有価証券売却損  675  

投資有価証券評価損  4,866 5,541 

 税引前当期純利益  19,306 

 法人税・住民税及び事業税  3,557 

 法人税等調整額  3,117 

 当期純利益  12,631 
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株主資本等変動計算書 
（2022 年 1 月 1 日から 2022 年 12 月 31 日まで） 

（単位：千円） 

 株主資本 評価・換

算差額等 

純資産の部 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 株主資本 その他の

有価証券

評価差額

金 

資本 

準備金 

資本 

剰余金 

その他の 

利益剰余金 

利益 

剰余金 

繰越利益

剰余金 

当期首残高 10,000 105,904 105,904 332,788 332,788 448,692 1,564 450,257 

当期変動額         

当期純利益    12,631 12,631 12,631  12,631 

株主資本以外

の項目の当期

変動額（純額） 

      2,759 2,759 

当期変動額合計    12,631 12,631 12,631 2,759 15,390 

当期末残高 10,000 105,904 105,904 345,419 345,419 461,323 4,324 465,648 
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個別注記表 

（2022 年 1 月 1 日から 2022 年 12 月 31 日まで） 

 

（重要な会計方針） 

（１）重要な資産の評価基準及び評価方法 

①有価証券 

その他有価証券 

市場価格のない株式等以外のもの 

時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定しています。） 

②商品 

総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定していま 

す。） 

 

（２）重要な減価償却資産の減価償却の方法 

①有形固定資産（リース資産を除く） 

定率法を採用しております。ただし、建物及び2016年4月1日以降に取得した構築物については、定額法を

採用しています。 

なお、主な耐用年数は以下の通りです。 

・建物及び構築物 10～45 年 

・その他    4～15 年 

②リース資産 

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。 

 

（３）重要な引当金の計上基準 

①貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の

債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。 

 

（４）退職給付に係る会計処理の方法 

 当社は、内規に基づく当事業年度の末日における自己都合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便

法を適用しております。 

 

（５）重要な収益及び費用の計上基準 

 当社は、「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第 29 号 2020 年 3 月 31 日）及び「収益認識に関する会

計基準の適用指針」（企業会計基準第 30 号 2021 年 3 月 26 日）を適用しており、顧客との契約に基づき約束した

財又はサービスの支配が顧客に受け取ると見込まれる金額で収益を認識しております。 

 

（会計方針の変更） 

（収益認識に関する会計基準等の適用） 

  「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第 29 号 2020 年 3 月 31 日。以下「収益認識会計基準」という。）

等を当事業年度の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又はサービ

スと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することといたしました。なお、「収益認識に関する会計基準の

適用指針」第 98 項に定める代替的な取扱いを適用し、商品の販売において、出荷時から当該商品の支配が顧客

に移転される時までの期間が通常の期間である場合には、出荷時に収益を認識しております。 

 収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第 84 項ただし書きに定める経過的な取扱いに従

っており、当事業年度の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累積的影響額を、当事業年度の期首

の利益剰余金に加減し、当該期首残高から新たな会計方針を適用しておりますが、当該期首残高に与える影響は

ありません。また、当事業年度の計算書類に与える影響はありません。 

 （時価の算定に関する会計基準等の適用） 

  「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第 30 号 2019 年 7 月 4 日。以下「時価算定会計基準」とい

う。）等を当事業年度の期首から適用し、時価算定会計基準第 19 項及び「金融商品に関する会計基準」（企業会

計基準第 10 号 2019 年 7 月 4 日）第 44－2 項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準等が定める

新たな会計方針を、将来にわたって適用することとしております。これによる計算書類に与える影響はありません。 
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（重要な会計上の見積） 

（繰延税金資産の回収可能性） 

（１）当事業年度の計算書類に計上した金額 

 繰延税金資産 1,783 千円（繰延税金負債との相殺前の金額） 

 

（２）識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報 

  予算及び中期経営計画により見積もられた将来の課税所得に基づき、繰延税金資産を計上しており、予算

及び中期経営計画は、一定の仮定を置いて策定しております。課税所得が生じる時期及び金額は、将来の

不確実な経済状況の変動によって影響を受ける可能性があり、実際に生じた時期及び金額が見積りと異なっ

た場合、翌事業年度において繰延税金資産を認識する金額に重要な影響を与える可能性があります。 

 

（貸借対照表関係） 

（１）担保に供している資産及び担保付債務 

担保に供している資産  

土地 205,308 千円 

 

１年以内返済長期借入金 9,996 千円 

長期借入金 187,505 千円 

計 197,501 千円 

 

（２）有形固定資産の減価償却累計額 67,723 千円 

 

（３） 保証債務 

   OOKABE Creations 株式会社について、次のとおり債務保証を行っております。 

金融機関からの借入 64,500 千円 

 

（４） 関係会社に対する金銭債権及び金銭債務 

短期金銭債権 4,992 千円 

長期金銭債権 43,344 千円 

 

 

（損益計算書関係） 

関係会社との取引高 

 

営業取引による取引高 

仕入高 75 千円 

地代家賃 5,454 千円 

Web 利用料 216,513 千円 

 

営業取引以外の取引による取引高 

受取利息 144 千円 

 

（株主資本等変動計算書関係） 

１．発行済株式の種類及び総数に関する事項 

 当事業年度 

期首株式数（株） 

当事業年度 

増加株式数（株） 

当事業年度 

減少株式数（株） 

当事業年度末 

株式数（株） 

発行済株式 

 普通株式 

 

2,372,200 

 

－ 

 

－ 

 

2,372,200 

合計 2,372,200 － － 2,372,200 

（注）当社は、2022 年 12 月 29 日付で普通株式１株につき 100 株の割合で株式分割を行っております。 
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２．自己株式の種類及び株式数に関する事項 

該当事項はありません。 

 

３. 新株予約権に関する事項 

該当事項はありません。 

 

４．配当に関する事項 

該当事項はありません。 

 

（税効果会計関係） 

 繰延税金資産の発生の主な原因は、退職給付引当金等であり、繰延税金負債の発生の主な原因は、その他有

価証券評価差額金等であります。 

 

（リース取引関係） 

（借主側） 

１．ファイナンス・リース取引 

 所有権移転外ファイナンス・リース取引 

①リース資産の内容 

 主として車両であります。 

②リース資産の減価償却の方法 

 個別注記表「重要な会計方針（２）重要な減価償却資産の減価償却の方法②リース資産」に記載のとおりであ

ります。 

  

（金融商品関係） 

１．金融商品の状況に関する事項 

(１)金融商品に対する取組方針 

 当社は、資金運用については主に流動性の高い金融資産で運用し、また、資金調達については銀行等の金

融機関からの借入及び新株発行による方針であります。また、デリバティブ取引に関しては行わない方針であり

ます。 

 

(２)金融商品の内容及びそのリスク 

 営業債権である売掛金は顧客の信用リスクに晒されております。また、長期貸付金は、子会社等に対して長

期貸付を行っているものであります。投資有価証券は、その他有価証券に区分される株式であり、市場価格の

変動リスクに晒されております。営業債務である買掛金等は流動性リスクに晒されておりますが、そのほとんどは

３ヶ月以内の支払期日であります。また、借入金及び社債は、主に運転資金や設備投資に必要な資金の調達

を目的としたものであります。 

 

(３)金融商品に係るリスク管理体制 

①信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理 

 営業債権である売掛金については、所定の手続きに従い、債権回収の状況を定期的にモニタリングし、

回収遅延の早期把握や回収リスクの軽減を図っております。特に金額等の重要性が高い取引については、

取締役会において、取引実行の決定や回収状況の報告などを行っております。 

②市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理 

 投資有価証券については、定期的に時価や発行体の財務状況等を把握し、保有状況を継続的に見直し

ております。 

③流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理 

 営業債務である買掛金等や借入金及び社債については、月次単位での支払予定を把握するとともに、手

元流動性の維持などにより流動性リスクを管理しております。 

 

(４)金融商品の時価等に関する事項についての補足説明 

 金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額が

含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用する

ことにより、当該価額が変動することがあります。 
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２．金融商品の時価等に関する事項 

  当事業年度末における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。 

 

貸借対照表 

計上額（a） 

（千円） 

時価（b） 

（千円） 

差額 

（ｂ）-（a） 

（千円） 

投資有価証券 43,529 43,529 － 

長期貸付金（１年内回収予定分を含む） 57,509 57,067 △442 

資産計 101,039 100,596 △442 

長期借入金（１年内返済予定分を含む） 258,060 257,038 △1,021 

社債（１年以償還予定分を含む） 35,000 34,757 △242 

負債計 293,060 291,795 △1,264 

（注）以下の金融商品については、現金であること及びすべて短期間で決済されるため、時価が帳簿価額に近似        

するものであることから、記載を省略しております。 

     資産 現金及び預金、売掛金、預け金 

     負債 買掛金、未払金 

 

（賃貸等不動産に関する注記） 

１．賃貸等不動産の状況に関する事項 

 当社では、福井県福井市において、賃貸不動産（土地）を有しております。 

 2022 年 12 月期における当該賃貸等不動産に関する賃貸損益は 2,260 千円（賃貸収益は売上高に、賃貸費用

は販売費及び一般管理費に計上）であります。 

 また、当該賃貸等不動産の貸借対照表計上額、期中増減額及び時価は、以下のとおりであります。  

（単位：千円） 

 貸借対照表計上額  

期末時価 期首残高 期中増減額 期末残高 

賃貸等不動産 － 205,308 205,308 192,150 

（注） １．期中増減額のうち、当事業年度の主な増加は、賃貸用の土地の取得（205,308 千円）であります。 
２．期末の時価は、主として近隣の公示価格を基に算定した金額であります。 

 

（関連当事者情報） 

①親会社及び主要株主（会社等に限る。）等 

  該当事項はありません。 

 

②子会社及び関連会社等 

種類 
会社等の

名称 

又は氏名 
所在地 

資本金 

または 

出資金 

（千円） 

議決権等 

の所有 

(被所有) 

割合(％) 

関連当事者 

との関係 
取引の内容 

(注)１ 

取引 

金額 

(千円) 
科目 

期末 

残高 

(千円) 

子会社 

OOKABE 

Creations

株式会社 

福井県 

福井市 
5,000 

（所有） 

直接 100 

WEB マーケティン

グ業務の委託・役

員の兼任 

WEB 利用料

(注)２ 
216,513 未払金 20,584 

銀行借入に対

する債務保証

（注）３ 

64,500 － － 

子会社 
株式会社

FPEC 

福井県 

福井市 
1,000 

（所有） 

直接 80 

ブランディング業務

の委託・役員の兼

任・資金の援助 

利息の受取 

（注）４ 
144 貸付金 48,336 

（注）１．取引金額には消費税等が含まれておりません。 
   ２．第三者取引と同様の一般的な取引条件で行っております。 

   ３．OOKABE Creations 株式会社の銀行借入に対して債務保証を行っておりますが、保証料の支払いは行っ 

     ておりません。取引金額には、保証債務の当事業年度末残高を記載しております。 

   ４．資金の貸付については、貸付利率は市場金利を勘案して利率を合理的に決定しており、返済条件は期間 

     10 年としております。 
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③兄弟会社等 

  該当事項はありません。 

 

④役員及び個人主要株主等 

種類 
会社等の

名称 

又は氏名 
所在地 

資本金 

または 

出資金 

（千円） 

議決権等 

の所有 

(被所有) 

割合(％) 

関連当事者 

との関係 
取引の内容 

(注)１ 

取引 

金額 

(千円) 
科目 

期末 

残高 

(千円) 

役員及び 

主要株主 

（個人） 

大壁勝洋 - - 
（被所有） 
直接 43.9 

当社代表取締役 

債務被保証 

銀行借入に対

する債務被保証 

（注）２ 

59,354 － － 

（注）１．取引金額には消費税等が含まれておりません。 
   ２．当社の銀行借入に対して債務保証を受けておりますが、保証料の支払いは行っておりません。  
     取引金額には、保証債務の当事業年度末残高を記載しておりますが、当該取引は 2023 年 1 月 23 日に解 

     消しております。 
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（1 株当たり情報） 

1 株当たり純資産額 196 円 29 銭 

1 株当たり当期純利益 5 円 32 銭 

 

（重要な後発事項） 

 該当事項はありません。 
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令和５年３月８日 

監査役監査報告 

OOKABE GLASS 株式会社 

監査役 福薗 健 

 

第 20 期事業年度の事業報告、計算書類、これらの附属明細書その他取締役の職務執行の

監査について、次のとおり報告します。 

 

１ 監査の方法及びその内容 

私は、監査方針、監査基準及び監査計画を定めた上で、取締役の業務執行並びに会計分

野を中心に監査を実施しました。 

具体的には、取締役会その他の重要な会議に出席し、会計帳簿、会計書類、重要な決裁

文書及び報告書を閲覧し、当社の取締役等から、職務の執行状況等について定期的に報告

を受け、随時説明を求めました。 

 

２ 監査の結果 

(1) 事業報告及びその附属明細書は法令及び定款に従い当社の状況を正しく表示してい

ます。 

(2) 取締役の職務の遂行に関し、不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事

実はありません。 

(3) 当社の業務の適正を確保するために必要な体制の整備等についての取締役会の決議

の内容は相当であり、当該体制の運用状況につき指摘すべき事項はありません。 

(4) 計算書類とその附属明細書は当社の財産及び損益の状況をすべての重要な点におい

て適正に表示しています。 

 

３ 追記情報 

  特になし 

 以上 
 


